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車即識論的含意，経営管理論的含意iと注目しながら，米国におけるリーダーシッ

プ研究のひとつの動向をサーベイする乙とが，本稿の主旨である。 Stogdill

C1974a)のハンドブックにみられる通り，リーダーシップの文献は腫大であ

るため，サーベイは，目的に応じて選択的でなければならない。乙乙では，組

織論的な状況要因，ないしコンティンジェンシ一変数を導入した諸研究に，焦

点がおかれている。

リーダーシップのコンティンジェンシ一理論と呼ばれる研究蓄積は，図 11と

図 1 リーダーシップのコンティンジェンシ一理論(サーベイの枠組)

;(b)リーダ一行動の状況的決定因ないし制約の研究:

l状況要因

(リーダ一行動の決定因)

状況要因

リーダーシップ成果
ないし有効性
(基準変数)

リーダーシップ有効性の
コンティンジェンシー要因

(a)リーダ一行動と基準変数との関係を条件
づける要因の研究
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示すように 2種のタイプに分ける乙とができる。ひとつは，リーダ一行動に影

響を与える諸要因の研究であり，もうひとつは， リーダー行動が基準変数(リー

ダーシップの成果ないし有効性をあらわす変数，主として部下の満足・業績)

に対して及ぼす効果を条件づけるコンティンジェンシー要因の研究である。

状況要因とリーダ一行動との適合が高成果をもたらすというコンティンジェ

ンシー理論の基本仮説1は，後者の研究(図 1の(a)) において明示的にとりあ

げられている。前者の研究(図 1の(b)) についても，リーダーの行動は，状況

要因によって制約されており，乙れと適合した行動をとる傾向がある 2ことを解

明しているという意味において，広義のコンティンジェンシ一理論に含まれる。

本稿では，タスク特性，組織特性，部下特性，意思決定問題の属性を状況要

因として導入している諸研究，また 乙れらの状況要因の重要性を示唆する諸

研究をサーベイの中心としている。

なお，リーダ一行動の次元としては， Yukl 0967， 1971)に従って，構造

づくり Cinitiatingstructure)，配慮 Cconsidera tion) ，意思決定への参加

Cparticipation in decision making， PDM)の 3つの次元に特に注目する。3

1 )加護野 0978，p. 172)では， I適合成果」仮説と呼ばれている。
2) r適合一成果」仮説に対して， r関係」仮説と呼ばれている(加護野，1978)0 r関
係」仮説では，成果への影響が扱われていないという限界をもっ。「適合 成果」仮
説にせよ， I関係」仮説にせよ，全体としての経営組織の環境適応の問題と，本稿で
扱うリーダーシッフ。の問題とでは，分析のレベノレが異なる乙とはいうまでもない。

3 )これらの 3次元をとりあげる理由は，オハイオ州立研究における 2次元(構造づく
り，配慮)あるいはそれときわめて類似した 2次元に基づく研究が数多く蓄積されて
いる (Korman，1966; Kerr & Schriesheim， 1974)とともに，参加的リーダー
シップ(PDM)の問題もまた，リーダーシップ研究のもうひとつの伝統的な流れと
して研究を蓄積している (Lowin，1968; Locke & Schweiger， 1979)ためであ
る。また，リーダーシップのコンティンジェンシ一理論は，オハイオ州立 2次元，あ
るいは参加次元についておこなわれてきていることによる。しかし， Yukl (1967， 
1971)が，乙れら 3次元に基づく研究を提唱したとはし、え，従来乙の 2つの研究の流
れは，別個になされてきたものである。われわれは 3次元でリーダ一行動を包括的
に扱いうるという証拠もないし，また， ζれらの 3次元が互いに独立であるという保
証もない乙とを銘記しなければならない(たとえば，配慮次元には，参加次元にかか
わる質問項目も含まれている)。
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以下，論述の便宜上，構造づくりについては，構造次元，意思決定への参加に

ついては，参加次元ないしPDMと略するばあいがある。

ll. リーダーシップ有効性のコンティンジェンシー要因

リーダー行動が，成果を示す基準変数との関係においてもたらす積極的効果

をリーダーシップ有効性という。乙の関係を条件づける状況要因を検討していく。

II-l. リーダ一行動と基準変数との関係

配慮の次元 リーダーの配慮という行動次元は，リーダーと集団成員(部下)

の聞における相互信頼・敬意，意思疎通を促進する行動のことをいう (Fleish-

man & Harris， 1962)。配慮行動によって，リーダーは，暖かみ・友好性・

援助性に特徴づけられる支持的な仕事環境を創り出す。オハイオ州立研究におけ

る配慮の次元は，ミシガン研究における支持性 (support)の次元 (Bowers

& Seashore， 1966)， PM理論におけるM (maintenance)機能(三隅， 1966， 

1976， 1978)に対応するJ
リーダーによる配慮行動は，部下の満足を増大させ (Korman，1966)，部下

の離職率・不平率を低減させたり (Fleishman& Harris， 1962)，また集

4)オハイオ州立研究の配慮次元には，次のような質問項目が含まれている。リーダー
は友達のように近づきやすい/リーダーは集団成員を自分と対等な人間として扱う/
リーダーは集団成員のひとりひとりの厚生に気を配る/リーダーは集団によって提案
された提案を実施に移す，等々の10項目で;t;る (LBDQXII)。また， Bowers & 
Seashore (1966)における支持性の次元は，部下l乙，個々の人間として大切に扱わ
れているという感情 (feelingof personal worth and importance)を与える乙とと
定義されている。 PM理論におけるM機能は，集団機能概念である。 M機能は，集団
それ自身を維持し強化する機能であり，集団のM機能にかかわるリーダ一行動は，集
団における人間関係にかかわる緊張を解消し，成員lと激励・支持を与え，成員聞の友
好的相互関係を増大する行動である(三隅， 1966， 1976， 1978)。
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囲内のストレスないしコンフリクトを緩和して協働を促進する (Oaklander& 

Fleishman， 1964)効果をもっ乙とが報告されている。

配慮と部下の満足とのポジティブな関係は数多くの研究で確認されている

(Korman， 1966; Filley， House & Kerr， 1976)。しかし， House & 

Mitchell (1974)は，両者の聞に有意な関係が見出されなかった13の研究を

検討して，タスク遂行それじたいが満足促進的効果をもつような仕事に従事し

ている部下にとっては，タスクに内在した特性が，リーダーによる配慮行動の

代替的機能を果していると結論している。5

とのととは，配慮と基準変数との関係を条件づける状況要因を考慮に入れる

必要性を示している。

構造づくりの次元 リーダーの構造づくり行動とは，部下に特定のタスクを

割り当てたり，従うべき手続を特定化したり，部下への期待を明確にし，なす

べき仕事をスケジュール化したりする乙とによって，仕事遂行上の構造をつく

りだすリーダ一行動の乙とをいう。オハイオ州立研究の構造次元は，ミシガン

研究における仕事促進 (workfacilitation)の次元に対応し， PM理論にお

けるP(performance)機能に，おおむね相当するf
リーダーの構造づくり行動は 部下に受容される行動とみなされる乙とによっ

てはじめて，実際lζ部下のタスク遂行を促進し，業績の向上に貢献する。ま

5 )後述するように，リーダーの配慮行動の効果は，タスク内在満足 Ctask intrinsic 
satisfaction)と呼ばれるタスク特性によってモデレートされている。

6)オハイオ州立研究における構造つ、くりの質問項目は，次のような内容を含む。リー
ダ」は，成員にどういう行動が期待されているのかを知らせる/リーダーは，画一的
な手続の使用を奨励する/リーダーは，何をなすべきかそれをどのようになすべきか
を決定する/リーダーは，明確な業績標準をもっている/リーダーは，成員が標準的
規則ないし規制に従うよう要請する，等々の10項目より成る CLBDQXn)。ただ
し，初期のオハイオ州立研究で開発された尺度には， Iリーダーは鉄のように厳しく
冷たく支配する CHerules with iron hand) /リーダーは，貧弱な仕事のできばえ
を批判する/リーダーは，部下に有無をいわせぬような話し方をする」といった内容
の項目も含まれている。乙れらは，構造づくりというよりも，リーダ一行動の批判的・
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た，他部門とのコンフリク卜ないしストレスの低減にも役立つ (Oaklander& 

Fleishman， 1964)。構造づくりが，乙のような効果をもつのは，タスク遂行

上の不確実性ないし役割の暖昧性を減少させることを通じてである。

他方，ある臨界点以上に過度の構造づくりは，部下の不平・離職を増大さ

せるというマイナス面がある (FhistImarl&Harrls，1962)。7 離職率と

満足との負の相関はよく検証されている (Vroom，1964)ので，乙の発見事

実は，構造づくりと部下との満足との負の相闘を予測する。と乙ろが， House 

(1971)の研究では，職場の社会的環境への部下の満足と構造づくりとの正の

相関 (r=.21，p<.01)が報告されている。後述するように， Houseは，

構造次元のリーダ一行動が，タスク不確実性ないし役割暖昧性の程度に条件づ

けられていることを明確にしていったf

Hi-Hiパラダイム 構造次元・配慮次元ともに高度におこなうリーダーシッ

プ・スタイルの有効性を支持する研究が蓄積されてきている (Fleishman& 

Simmons， 1970; Stogdill， 1974， Ch. 37 三隅， 1978) 0 Larson， Hunt 

& Osborn (976) にならって，乙のアプローチをHi-Hiパラダイムと呼

ぶ乙とにする。 Hi-Hi型リーダ一行動9の有効性は，図 2I乙示すように，高

専制的・権威主義的な側面を示す (Cf.Schriesheim， House & Kerr， 1976 ; 
Schriesheim & Glinow， 1977)0 Bowers & Seashore (1966)における仕事
促進の次元は，スケジューjレ化・調整・計画をお乙なったり，用具・材料について専
門的知識を与えたりする活動によって目標の達成を援助・促進する行動と定義されて
いる。また， PM理論における集団機能としてのP機能は，集団における目標達成や
課題解決を指向する機能である。この機能にかかわるリーダ一行動には，目標達成の
ために綿密に計画を立てたり，仕上げる時期を明確に示したりする行動ばかりでなく，
規則の遵守を強調したり，仕事ぷりのまずさを責めたりする乙とによって，目標達成
のため部下に圧力をかける行動も含まれている。

7)構造づくりと苦情率・離職率との相関は，それぞれ eta=.71， .63であった。
8 )仕事の社会的環境への満足と構造づ、くりとの正の相聞は，役割暖昧性をコントロー
ノレして偏相闘をとると有意ではなかった (r=.04，NS)。

9) PM理論でいうラージPM型(三隅， 1966， 1976， 1978)，マネジリアル・グリッ
ドにおける 9-9型(Blake& Mouton， 1964)が，乙乙でいう Hi-Hi型リー
ダ一行動に相当する。
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度の構造づくりのもたらすマイナス面(不満の増大)を高度の配慮が相殺する

点lとある;。

Hi-Hi パラダイムは，行動アプ

ローチによるリーダーシップ研究のひ

とつのエポックをなし，研究上も，実

際界に対しでも(マネジリアノレ・グ

リッド訓練を通じて入影響力が大き

い。しかし，図 2に示す関係が常に成

り立つわけではなく，後述するよう

図2 オハイオ州立2次元の効果
(職種レベルが低いばあい)

リーダ一行動 基準室主主

に，職種上のレベル (occupationallevel)が高いばあいには，必ずしも構造

づくりは不満を増大させるとは限らず，むしろ満足を増す乙ともある。また，

配慮が満足促進効果をもたないばあいもある。さらにタスクがすでに十分構造

化されているために，リーダーの構造づくりは敢えて必要ではなく，業績に対

する効果をもたないとともある。

Stogdill は，リーダー行動のオハイオ州立 2次元の効果についての30の先

行研究をサーベイした結果， r最も有効なリーダーは， (両次元の，金井註)

10)両次元の交互作用が， Fleishman & Harris (1962)， Graen， Dansereau & 
Minami (1972)， Evans (1970)で確かめられている。 Fleishman& Harrisの
研究によれば，高配慮の条件の下では，構造づくりを減少させても，低配慮のマイナ
ス面は相殺されない。 ζの交互作用の存在が Hi-Hiノfラダイムの論拠のひとつに
なっている。リーダーの配慮行動によって生み出された相互信頼は，構造づくりを部
下に受容されやすくする。低配慮のリーダーによってなされる構造づくりは，脅威を
もたらし，制限を加え，仕事の遂行をせきたてる行動であると部下に認知され，拒
絶されやすい。高配慮のリーダーによってなされる構造づくりは，仕事の遂行を援
助する有難い手引であると部下に認知され受容されやすい。すなわち，配慮次元の
高低によって集団の風土が異なり，リーダーの構造つ、くりに対して部下の感じる意
味が異なり，従って，構造づくり行動が部下IC受容される程度も異なるという解釈を

Fleishman & Harrisは与えている。なお，両次元の交互作用は，観点を変える
と，構造つ、くりの効果を配慮がモデレートしていると解することもできる (House，
Filley & Kerr， 1971)。
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スケーノレにおいて高スコアで記述されるJ0974 a， p. 397) と結論した。しか

し， Stogdill による別個のサーベイ共著論文では， I有効なリーダーであ

るためには，“ただ単に"高度に配慮、的で高度に構造づくりをおとなう行動をと

ることが必要とされると主張するのは，過度の単純化のようであるJ CKerr， 

Schriesheim， Murphy & Stogdill， 1974， p. 63)と結論している。過度の単

純化への批判は，必要な状況変数を導入するべきであるという主張を伴っているJ1
また，両次元の独立性が主張されているにもかかわらず，構造づくりと配慮、

は，必ずしも互いに直交次元であるとは限らず，状況によっては，両次元とも

同時に高スコアを示す Hi-Hi型行動をとれないばあいが存在することに注

意しなくてはならない (Kerr& Schriesheim， 1974 Lowin， Hrapchak 

& Kavanagh， 1969 ; Weissenberg & Kavanagh， 1972);2 

参加次元(PDM)意思決定に際して部下をどの程度参加させるかについて

のリーダ一行動の次元をPDMCEarticipation in 12ecision単aking) と

いう。表1は，参加次元のリーダ一行動と部下の満足・業績との関係について，

実験室実験，現場相関研究，現場実験の代表的研究を11ずっとりあげ，その結

果を要約したものである。リーダーの参加次元の行動は，概して，部下の満足・

業績の両方lζ対して，好ましい効果を有する乙とが報告されている。しかし，

両者の関係にも，状況要因に条件依存的な側面があるf

11)白樫(1976)は， PM理論においても，成員の達成動機，集団のコミュニケーショ
ン構造などの状況変数を導入する必要性があるとしている。

12) Weissenberg & Kavanagh (972)は，構造つ、くりと配慮との相関係数につい
てのデータが入手しうる72の研究K検討を加えている。その結果によると，両者が無
相関であった研究は，半数以下の29であった。乙の乙とは，両次元の独立性の仮定iζ
対する疑問を提示する。また，両者の聞に負の有意な相関を見出した研究が6あった。
状況によっては，配慮を高めると，構造づくりが低くなり，権造つ、くりを高めると配
慮が低くなって， Hi-Hi型行動をとろうとしても困難な状況が存在することが，少
なくとも乙の 6研究によって確認される。

13)リーダ一行動の参加次元についての包括的なサーベイとしては， Lowin (1968)， 
Locke & Schweiger (1979)を見よ。 Filley，House & Kerr (1976) は，
参加次元についても状況依存的な側面を強調している。
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表 l 参加次元のリーダ一行動と基準変数との関係

部下の満足への効果 部下の業績への効果 1 

正 負 無 測定せず 正 負 無 測定せず|

実験室実験 3 。。8 7 。4 。
相関研究 9 O 。o (2) 5 。l 4 (1) 

現場実験 7 。。o (4) 4 。 o (6) I 

Filley et al. (1976.pp. 222-229)より作成。
( )内は，明確に判断を下せない研究の数。

単純で反復的なタスクでは，参加の余地が限定されあまり有効でないこ

とがある CSales.1966)。また，部下が保有する知識の量ないしは専門性

に基づくパワー(巴xpertpower)の程度 CMulder & Wilke. 1970)や，

意思決定問題のタイプ CMaier.1965) も参加の有効性を条件づける。参加

次元のリーダ一行動にかかわるコンティンジェンシ一理論についてのより

詳細な議論は，直一1.まで保留し，それまでは，関連箇所でふれるにとどめ

る。

1I-2. 状況要因とリーダーシップ有効性

(1)タスク特性と経路一目標理論

タスク特性を，タスク不確実性とタスク内在満足の 2面から捉え，それぞれ

がリーダ一行動の効果をどのように条件づ、けているのかを検討する了

タスク不確実性 タスク不確実性 Ctask uncertainty)ないし役割暖昧性

Crole ambiguity)は，所与の職位において，タスク遂行上必要とされる情報

14)組織成員の行動への影響力における認知的側面と動機的側面とは密接不可分である
が，タスク不確実性は前者l乙，タスク内在満足は後者lとより関連性が大である。
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量と入手可能な情報量とのギ、ヤツプの大きさとして定義される 0

15
Bavelas (1960) 

は，リーダーシップの機能としての不確実性低減を強調している。 Evans(1970)， 

House (1971)は， リーダーの構造づくりを，不確実性ないし暖昧性の低減を

もたらす経路明確化 (pathclarification)の行動として捉える乙とによって，

リーダーシップ論とモティベーションの期待理論とを結合している。

リーダーシップの経路一目標理論 (path-goaltheory) と呼ばれる乙のアプ

ローチは，状況要因の発見，その影響の検証に， 1970年代以降精力的に研究を

蓄積している。

と乙ろで，期待理論ないし経路一目標理論では，モティベーションは，職

務遂行に投入される努力レベルについての各代替案からの選択問題として扱

われる (Vroom，1964)。モティべーション強度は， 2 [(E→ P)x 2((P→ 

O)x(V))] と定式化されている (Lawler，1971， 1973)子 (E→ P) は，

一定の努力レベル (E)で業績 (P)を達成しうる期待(主観的確率)を示し，

(P→0)は，業績の達成が諸結果 (0)ないし報酬をもたらす期待をあらわ

15) Galbraith (1973)におけるタスク不確実性の定義と， Kahn et al. (1964) 
Rizzo， House & Lirtzman (1970)における役割暖昧性の定義とは，理論定義
において類似している。 Rizzoet al.における操作的定義は， (1)自分の行動に対
する結果ないし反応の予測l可能性， (2)行動要件 (behavioralrequirements)の存
在ないし明確性の 2つの観点から尺度化されている。役割暖昧性とタスク不確実性と
は，理論定義において類似してはし、るが，分析レベルが異なる点l乙注意が必要である。
役割暖昧性は，特定の職位についている組織成員すなわち個人を分析レベルとするの
に対して，組織のコンティンジェンシ一理論におけるタスク不確実性の概念は，組織
全体あるいは組織の下位部門について用いられている。

16) House (1971)は，仕事の遂行それじたいが満足をもたらすという点を考慮に入れ
るため，次のような定式化をおこなっている。

M=IVb+Pl[IVa +2 (町)(EV i) ] 

M=モーティベーション強度 1Vb=目標指向的行動(経路)じたいに付与される
内発的誘意性 (intrinsicvalence)， IVa =仕事目標の達成に付与される内発的誘
意性， EVi=仕事目標の達成によって与えられる第 l外発的報酬の誘意性， Pj = 
行動(経路)が仕事目標の達成をもたらす経路用具性 (pathinstrumentality， (E 
→ P)に対応する)， P i=仕事目標の達成が第 l外発的報酬をもたらす経路用具性
((P→0)に対応する)。
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す。乙の 2つのタイプの期待は， House (1971)では，経路用具性 (pathin-

strumentality) と呼ばれている。このばあいの経路とは，努力のレベノレ(大

きさ)ばかりでなく方向をも含めた行動代替案の乙とをいう。17誘意性 (V)は，

個々の諸結果の重要度ないし魅力の大きさである。

リーダーの構造づくりは， (1)タスク不確実性ないし役割暖昧性を低減させ，

部下に何をなすべきかを明確にする程度に応じて，18 (2) また，そのリーダ一

行動が部下に受容される限りにおいて，積極的モティベーション効果をもっ

(House， 1971 ; House & Mitchell， 1974)。構造 づ く り は ， 部 下 に 余 計

なおしつけと思われる乙となく必要な行動として受容されるならば，経路明確

化行動として，部下の (E→p)期待， (p→0)期待の上昇を通じて基準変

数(部下の満足・業績)に積極的効果を与える。

タスク不確実'性が高いばあいにはケ部下がリーダーによる役割の明確化を望

ましいと感じる程度が高く，構造づくりは，納得のいく正当なリーダ一行動と

して受容されやすい:。乙れに対して，タスク不確実性が低いばあいには，部下

17) 1経路 目標」という概念を最初に用いた Georgopouloset al. (1957)では，
経路は業績の水準(生産性の高低)の意味で，目標は成員の個人的目標(欲求の充足)
の意味で用いられている。 Georgopouloset al.での経路一目標知覚ないし用具性
とは， (p→0)に限定されている。

18)構造づくりと役割暖昧性との相関は r ー.41(p< .01)であった(House， 
1971)。

19) House (1971)における職種上のレベル (occupationalleveDや，それに応じて
異なる職務自律性の程度は，タスク不確実性の間接的な尺度と解釈することができる
(Dessler， 1973， p. 19)。

20)職種上のレベルが高い成員のばあい，構造づくりと部下の満足とは正の相関をする
CSchriesheim & Glinow， 1977)。職種上のレベルが高いほどタスク不確実も高
いと考えられる。職種上のレベルが低く(従ってタスク不確実性も低いであろう)第
一線の作業者をサンプノレとしたFleishman& Harris (1962)では，構造づくり
と満足とは負の相関であった(苦情率・離職率が不満の程度をあらわすと仮定する)。
タスク特性などの状況要因の影響が，経路一目標理論によって明らかにされてきた理

由のひとつとして，リーダーシップ研究の対象が，第一線の工場労働者から，職種上
のレベルのより高い成員にまで拡大された乙とがあげられる。経路一目標理論の代表
的研究のひとつである Houseet al. (1971)の研究対象の特性を Fleishman
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にとってなすべきことは明白であるため，構造づくりは，余計な外的コントロー

ルのおしつけないしは不当な圧力と知覚されy 部下に受容され難い。

構造次元のリーダ一行動は，部下にとって「状況の定義者 Cdefiner戸 of-re-

ality)J CHollander， 1976， p. 503) としてのリーダー機能を示し，状況の

定義，仕事の構造化によって，タスク不確実性を吸収ないし低減していく活動

にほかならないfl
タスク内在満足 タスク特性のもうひとつの側面は，仕事の遂行(経路)そ

れじたいが部下にとって直接的な満足の源泉となる程度である。これをタスク

内在満足 Ctask intrinsic satisfaction) という。

リーダーによる配慮は，部下の目標指向的行動(経路ないし仕事の遂行)そ

のものに伴うネットの正の誘意性22を増大させる程度に応じてモティベーショ

ン効果をもっ(House 1971)。また，配慮はy 部下にとってリーダーを通じ

Fleishman & Harris (1962) House， Fil1ey & Kerr (1971) 

職能 部 門 製造部門の労働者 R&D部門の技術者

校 有色 低熟練 高度の専門的訓練

専門職指向 イ民 作ロ司

職種上のレベル f丘 局

タスク不確実性 {豆 局

タスク内在満足 少 多

L竺式 イヒ 同国 低

& Harris (1962)と対比させると上表のようになる。なお，職種上のレベJレが高
いにもかかわらず，構造づくりと部下の満足との正と相関を見出さない研究例が若干
存在するが，乙の点については，構造づくりの測定尺度として何が使用されたかによっ
てある程度説明できる (Schriesheimet al. 1976 ; Schriesheim & Glinow. 
1977)。

21)乙の意味で，タスク不確実性と，リーダ一行動の不確実性低減機能の概念は，野中
(1974)，加護野 (1980)の情報フ。ロセシング・パラダイムをミクロ組織論にまで拡張
する際のカギ概念をなす。

22)註 (3)におけるIVbのことである。
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て入手可能な諸結果 (0)ないし報酬の量を示すとともに，それがどのように

分配されるかを示す (Evans.1970):3

配慮と満足の正の相聞については，既述の通り，乙れを支持する検証結果が

多いが，両者の関係は，タスク内在満足にモデレートされている。職種上のレ

ベルが低く，職務範囲が狭く.単調で反復的なタスクでは，タスク内在満足が

低く，両者(配慮・部下の満足)の正の相関はより高い。逆に，タスク遂行l乙

半らかふがある満足のいく仕事のばあいには，乙のタスクに内在した特性が，

リーダーによる配慮行動の代替物としての機能を果たし，両者の相関は低いf4
タスク不確実性 タスク内在満足との関連で，構造づくりと配慮の動機的効

果を概括したが， HI'-Hiノfラダイムの論拠は，経路一目標理論によっても説

明できることが今までの議論で明らかであろう。 HトHi型のリーダ一行動は，

一方で，経路一目標の知覚を明確化し，他方で，タスク遂行(経路)上のフラ

ストレーション.障害を除去し.部下がその経路をたどることを容易ならしめ

る暖かい支持的環境をつくりだすf
しかし経路一目標理論のねらいは.日i-Hi型の普遍的有効性を明らかに

することよりは，むしろ，先にみたタスク特性，後述する部下特性，組織特性

23)リーダーによる配慮は，部下にとっては報酬ないし諸結果のひとつをなすと同時に，
間接的な業績フィードパックになりえる (Dansereauet al. 1973 ; Graen et al. 
1972)。

24)配慮と部下の満足との関係をタスク内在満足が条件づけていることは， House 
(1971) ; House & Dessler (1974) ; Downey et al. (1975)によって支持され
ている (Szilagyi& Sims， 1974は支持せず)。

25) (E→ p)期待， (p→0)期待の測定をお乙なって，リーダー行動が期待ないし
経路一目標知覚に与える効果を実証した研究としてDowney，Sheridan & Slocum 
(1975， 1976) ; Hammer & Dachler (1975) ; House & Dessler (1974) 
Keller & Szilagyi (1976) ; Szilagyi (1974)をあげる乙とができる。しかし，
ζれらの研究のすべてが，経路一目標理論を支持しているわけではない。たとえば，
Hammer & Dachlerでは，構造づくりと経路一目標知覚とは，負の相関(r = 

一.43，p<.05)をすると報告されているし， Downey et al. (1976)では，構造づ
くりは， (E→P)， (p→0)にまったく影響を与えていない。
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などの状況要因を探求し，そのモデレート効果を検証する方向に向けられてき

た。経路一目標理論の起点となった House(1971)では，職種上のレベル

(occupa tional level)の高低によって，職務自律性・職務範囲の程度が異

なり，それによってタスク不確実性・タスク内在満足のレベlレも異なり，乙

のタスク特性の相

違によって， リー

ダー行動の効果が

モデレー卜される

ことが明らかにさ

れた(図 3)。

タスク特性のモ

デレート効果は.

今後のリーダー

シップの研究が，

職務再設計との関

図 3 House (1971)の研究枠組

連でなされる必要性を示唆している了

(2)部下特性

タスク特性

部下のパーソナリティは，リーダ一行動の有効性を条件づける。部下の独

立への欲求が強く，権威主義への傾向 (Fスケーノレ)が低いばあい，参加次

元のリーダ一行動 (PDM)の部下の満足・業績への積極的効果はより強い

(Vroom，1959，1960):7 部下の保有する専門的知識の量も参加の効果を左

26)職務拡大の効果についての研究 (Turner& Lawrence， 1965 ; Hackman & 
Lawler， 1971)とリーダー行動の動機的効果を結び、つけた研究が必要とされよう。
乙のような研究の最近の一例として Griffin(1980)をあげる乙とができる。
Griffin， R. W.， 1980，“Relationship Among lndiridual， Task Design， 
and Leader Behavior Variableピ，AMJ， 23 : 665 -683。なお，職務拡大の
効果の期待理論に基づく解釈は，金井(1979)参照。
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右する CMulder& Wilke. 1970)0 Dessler (1973)は，部下の権威主義

傾向とリーダーの構造づくりとタスク不確実性の 3要因の交互作用の存在を報

告している。

リーダ一行動の有効性は，部下の期待にも影響される。 Foa(1957)によれ

ば.剖了下の期待と一致したリーダ一行動は，より高度の満足を部下にもたらす。

Lorsch & Morse (1974)は，暖昧性への耐性(許容度).統合の複雑度と

いった，情報プロセッサーとしての部下特性を導入する乙とが，タスク不確実

性を基軸とするリーダーシップのコンティンジェンシ一理論において有望であ

ると示唆している。

(3)組織特性

Perrowは，社会学者の立場から，従来のリーダーシップ研究を批判し，

「一見してリーダーシップの問題と思われていることが実はしばしば組織構造

の問題であるJ(1970. p. 10 ;訳20頁〉乙とに注意を促している。

公式化 Cf ormaliza tion)の程度が，リーダーによる構造づくりの有効性を

条件づけることを示唆する研究例が存在する。管理者と比べてマシーン・オペ

レータの職務では，標準業務手続や作業マニュアノレがより完備されている。標

準化・公式化が進んでいる生産部門のオペレーショナルな職種レベルでは，構

造次元のリーダ一行動は，余計な行動であり，事実，業績に対する効果は弱し、

(Downey et al. 1976)';8標準業務手続，マニュアルによって既に構造化が十

27)部下のパーソ

ナリティの高・
イ丘でブレーク・
ダウンしたとき
の参加と基準度
数との相関は右
図に示す通りで

ある。

参加次元のリーダ一行動と基準変量との相関

基準変数

職務満足 職務業績

|高 .51料 l t=2.40 .51料 l t= 1. 93 独立への欲求| | | 
|低一.04 J (p<.Ol) .04 J (p<ρ3) 

権威主義|高.~~"，，，， 1 ~= l}Tr， -.13 ~= 1}~ 
|低 .50料 J(p<.05) .33* J (p<.05) 

* p<.05. 料 p<.Ol Vroom (1959)より作成
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分なされている職務では，高度の公式化という組織特性が，リーダーによる構

造づくり機能をある程度代替していると考えられるからである (Kerr，1977 ; 

Kerr &Jemier，1978)f9 

もうひとつの例示として，リーダー行動と組織コンフリクトないしストレス

の関係を扱った Oaklander& Fleishman (1964) による病院の研究があ

げられる。配慮が部門内コンフリクトを和らげることは，官立病院でも民間病

院でも検証の結果支持されたが，構造づくりが部門間コンフリク卜を低減させ

るという仮説については，中規模の民間病院でのみ支持されたf病院のタイプ

による相違は，官立病院の方が，部門閣の接触パターンがより公式化されてい

た乙とに起因する。そのため官立病院では，構造づくりが部門間コンフリク卜

のレベルとなんら関連をもたなかったので、はなし、かと彼らは推論している。

同等の発見事実は，石油精製会社，事務機器会社，飛行機の機体の製造会社

(AF社)の 3社でおこなわれた Houseet al. (1971) の研究にもみられ

る。 AF社では，他の 2社と比べて，リーダ一行動と部下の満足との相闘がき

わめて低かった。 AF社は軍需防衛産業に属し，国防省を顧客とする。政府と

の契約は，企業に最終製品の性能要件を特定化するばかりでなく，乙の契約を

履行するに際して従うべき管理手法やコントロール技法の多くを特別に定め

28)配慮をコントロールしたときの構造づくりと業績の聞のダイナミック相関(2時点
で変数の測定をおこない，個体ごとの変量の増分ムの聞における相関)は，管理者サ
ンプルでは 32 (pく.01)であったのに対し，マシーン・オベレータではー .03
(NS)であった。

29) Katz & Kahn (1966)は，組織のトップ・レベルのリーダーが，全体としての
組織の構造を生み出したり変化させたりしてゆくという意味で文字通り「構造創始
(origination of structure)Jのプロセスを担っているのに対して，オベレーショ
ナルな下位レベルのリーダーは，上層でつくられた構造の枠内で「既存構造の使用
(use of existing structure)J (p. 327)のプロセスを担うとしている。

30)構造つ、くりと部門間コンフリクト(ストレス)の相聞は，中規模の民間病院では
f=一.39(p< .05，片側検定)，官立病院では .06(NS)であった。なお，官立
病院は，乙の民間病院の2倍近い規模(ベッド数)である。
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ていた。たとえば，政府との契約では，スケジューリングについてはCPM

Ccritical path method) の使用を義務づけている。 CPMは，タスク配分の

手続を高度に公式化し，リーダーによる構造づくりの効果や余地を限定する。

House et aLは，乙のためAF社では，リーダ一行動と部下の満足との相闘

が低かったのではないかと推論している。

公式化に言及しているこれらの研究は，事前lと仮説設定の段階から公式化を

考慮に入れ測定をおこなっているわけはではなく，公式化の影響についての議

論は事後的解釈にすぎない。リーダーシップ有効性と公式化をはじめとする構

造変数を関係づけた研究が今後望まれる:1
以上，主として経路一目標理論に依拠して，タスク特性，部下特性，組織

特性に関する状況要因を検討してきた。リーダーシップ有効性のコンティン

ジェンシー理論は，経路一目標理論より以前に ，Fiedler (967)によって

主唱されている。 LPCで測定されたリーダーの特性と部下の業績との関係

が，リーダーと部下の聞の関係の良好性，タスクの構造化されている程度，

リーダーの職位に基づくパワーの強さ，の 3要因によって決まる状況好意性

Csituational favorableness)に依存するというのが， 乙の理論の概要であ

31)構造変数(管理の幅，公式化)，技術システムの特性を事前に研究デザインにとり
入れた研究としてGulezian(971)をあげる乙とができる。 Osborn& Hunt 
(1975)は，リーダーシップ研究K<'ク口組織論の変数を導入する必要性を説く。モ
ティベーション，職務満足を中心領域とするミクロ組織論と，組織構造，組織の環境
適応を中心領域とするマク口組織論との橋わたしは，リーダーシップ研究の今後の課
題のひとつである。なお，マクロの構造変数は，直接にリーダー行動の効果に影響を
与えるというよりも，リーダーの役割の公式化 (roleformalization)への影響を通
じて，間接的にリーダーの行動の余地に影響を与える。アストン研究において，専門
化 Cspecialization)，標準化 Cstandardization)，公式化 Cformalization)の3
つの機造変数は，総括して「諸活動の構造化 Cstructuringof activities) Jと呼は、
れる CPugh et al. 1968)。諸活動の構造化は，管理者の役割公式化と強く正の相関
をする (Child，1973; Child & Ellis， 1973)0 Child らの企図は， r役割」
をカギ概念として，マクロの構造変数と，よりミクロ・レベjレの管理者行動のバリエー
ションとを結びつけて説明しようとする試みである。



組織におけるリーダーシップのコンティンジェンシ一理論 145 

る。しかし，状況要因の効果が生じる動機的メカニズムが不明である点，部

下の満足への効果が扱われていない点， LPC尺度の解釈が困難であるとい

う点から， Fiedlerの理論には限界があり，経路一目標理論の方が説明力

に優れている。

また，タスク不確実性，構造の公式性，情報プロセッサーとしての部下特性

に焦点、をあてる経路一目標アプローチは，理論的にも， ミクロ組織論として期

待理論の延長上に位置づけられるばかりでなく， Lawrence & Lorsch (1967)， 

Lorsch & Morse (1974) にみる「組織のJコンティンジェンシ一理論，特

に情報フ。ロセシング・パラダイム(野中， 1974;加護野， 1980) との関連性・

連続性を見出しやすいという利点を有する。

II-3. リーダーシップの代替物

乙れまでの議論の要約を命題の形式で整理しておく。

タスク特性32【命題T-1】 タスク不確実性や外的圧力が高度であるほど，

リーダーの構造づくりは，部下に受容されやすく，部下の満足・業績に対して

より積極的な効果をもっ。タスク不確実性がきわめて低いばあい，構造づくり

は不必要ないし余計であり，基準変数への効果は弱まるか，もしくはネガティ

ブな効果になる。

【命題T-2】 タスク内在満足が低いほど，構造づくりは，部下の反発を受

けやすく，部下の満足や業績へのネガティブな効果はより強くなる。また，タ

32)関連する研究。[命題T--1 ] Dessler (1973) House (1971) House & 
Dessler (1974) Mulder， Ritsema & Jong 
(1970) Mulder & Stemerding (1963). 
(Downey et al. (1974)は支持せずに

[命題T-2] House (971) House & Dessler (1974) 
House， Filley & Kerr (1971) Hunt & 
Liebscher (1973) Kerr et al. (1974) 
Szilagyi & Sims (1974). 
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スク内在満足が低いほど，配慮が，満足・業績にもたらす積極的な効果はより

強まる。タスク内在満足が高度である程度に応じて，配慮は，部下にとって不

必要ないし余計な行動となり，基準変数への効果は弱まる。

【命題Tの系]33構造づくり，配慮の効果は，職種上のレベル，組織レベルに

左右される。また，低い組織レベルで、は，職務拡大の導入の程度に依存する。

部下特性34【命題S】 リーダー行動の有効性は，部下の保有する情報量，

部下の期待との一致度，また部下のパーソナリティ特性(権威主義性向，独立

への欲求，暖昧性への耐性)に影響される。

【命題Sの系】 能力・知識・経験が豊富で独立心の強い専門職のばあい，

これらの部下特性が，構造づくり・配慮の効果を弱める。

組織特性35【命題O】公式化の程度が進み，規則・手続が完備されている

程度に応じて，リーダーによる構造づくりの効果は弱まる。

これらの命題は， リーダ一行動の機能が，タスク特性，部下特性，組織特性

によってある程度代替されていることを示している。

Kerr (1977)は，このような現象に注目して， Iリーダーシップの代替物

(substitutes for leadership)J という構成概念を提示し，尺度を開発して

いる (Kerr& Jermier， 1978)0 55の質問項目からなる ζの尺度は，その信

33)職種上のレベルの高・低に応じてタスク特性は異なる (House，1971)。また，低
レベルの作業集団においても水平的職務拡大によって職務範囲が増大したり，また，
垂直的職務拡大，あるいは集団自主管理の導入によって職務自律性が高まる。すなわ
ち，職務対広大を通じてタスク特性に変化が生じる。職務拡大との関連においてリーダー
シップを研究する乙とは，管理論的lζ重要である(占部， 1970)。

34)関連する研究。[命題SJDessler (1973) Foa (1957) Lorsch & Morse 
(1974) Mulder & Wilke (1970) Vroom (1959). 

[命題Sの系JKerr & JermIer (1978) Pelz & Andrews 
(1966) ; Szilagyi & Sims (1974). 

35)間接的エビデンスを提供する関連研究[命題oJ Oaklander & Fleishman (964); 
House et al. (1971); Downey， 
Sheriden & Slocum (1975， 

1976). 
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頼性と妥当性が確認されている?代替物の13の次元と，仮説としての代替効果

は表 2Iと示す通りである。

表2 リーダーシップの代替物

代 替 効 果

「リーダーシップの代替物」の次元 構造づくりの 配慮の効果を
効果を弱める 弱める

険下特性|

1.能力・経験・訓練・知識 X 
2.専門職的指向性 X X 
3.組織的報酬への無関心 X X 
4.独立への欲求 X X 

|タスク特性|

5.タスクのjレーティン性・確実性 X 
6.タスク・フィードノてック X 
7.タスク内在満足 X 

|組織特性|

8.公式化 X 
9.硬直性・非柔軟性 X 
10.スタッフ部門への依存 X 
11.凝集性の高い仕事集団 X X 
12.組織の報酬システム X X 
13.上司と部下との物理的距離 X X 

Kerr & Jermier (]978， P. 378) 

36)信頼性は，ほとんど、の次元について， .80前後であった(クーダー・リチャードソ

ンの第8公式)。組織コミットメント，役割暖昧性を基準とする予測的妥当性は，タ

スク特性と，組織特性のうち公式化の次元については高かったが，部下特性や，その

他の組織特性の次元については低かった。
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社会的影響力のー形態としてリーダーシップが定義される37以上，その他の

組織的影響力の源泉(特に，職務設計のあり方，組織の価値規範の内面化ない

し社会化，業務手続・報酬システム等のコントロー jレ・システムのあり方)と，

影響力を被る部下の側の特性，特にその認知的・動機的制約との関連で，リー

ダーシップを研究する必要がある。

「リーダーシップの代替物」の観点からのアプローチは，まだ端緒についた

ばかりであるが，状況要因となりうる昔変数のブロックを構築し，リーダーシッ

プ有効性のための諸要因の多重適合 Cmultiplefit)を解明してゆく上での補

助となるであろうf

ll-4. リーダーの境界機能

リーダーが彼自身の上司に対してもっている発言力・影響力が大であるほど，

リーダーの配慮が，部下の満足に与える積極的効果はより大きくなる CPelz.

37)本稿では，定義の問題にふれなかったが.Pfeffer (1977)は，他の影響力とリー
ダーシップとがどう異t~ るのか，その定義がきわめて暖昧であると指摘している。
House & Baetz (1979)は. (1)行動が他者に影響を与える乙とを明示的に意図
している程度.(2)影響力行使の企図が，その企図の行使される個人にとって受容可

能とみな当れている程度，の 2つの面からリーダーシップと他の影響力とを区別して
いる。

38) r代替」という観点から状況要因を解明するアプローチは.r適合」という概念、を
中心p::展開されてきた乙れまでのコンティンジェンシー・アプローチにはみられな
いものである。「多重適合jの概念には，高成果をあげるには，組織における複数
の諸要因の聞に互いに適合的な関係あるいは全体的なパターン(ゲシュタルト)が

存在し，それが環境条件に応じて異なることが合意されている。乙れに対して.r代
替」の概念は，成果(基準変数)を導く諸要因が複数存在し，特定の要因の代わり
に，他の要因が成果に影響を与える ζ とがありうる乙とを示す (Cf.Katz & 
Kahn (1966)における最終等価性 equifinality)。たとえば，部下の満足を高め
る乙とは，職務拡大を通じてでも，報酬システムを通じてでも，リーダーの配慮、行
動を通じてでも達成される。しかし，たとえば，リーダ一行動・タスク特性・部下

特性の 3要因について互いに一定の適合的な関係の組合せないしパターンが存在す
るならば，それは「代替」の問題ではなく「多重適合」の問題である (Cf.Grif-
fin. 1980)。
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1952;Wager，1965):9すなわち，上方への影響力 (upwardinfluence)ない

リーダーシップ有効性のコンティし組織内でのリーダーのパワーの大きさは，

ンジェンシー要因をなす(図
上方への影響力と配慮との交互作用

Pe!z (1952) 
図4

一般に経営組

4参照)。

乙の点は，
リーダーの上方への

影響力高'" I司
織が多階層をなしているとい

部
下
の
満
足

う事実からきわめて重要であ

る。 Pelz，Wager における

「上方への影響力J，Likert 
リーダーの上方への

影響力低イ底
「連結ピンのいう(1961) 

高

0976， 1978) 

「能動的フォロワーシップ」等の概念は，複雑な組織におけるリーダーシッ

リーダーの配慮行動{民Hollander 

の強調する

Clinking pin) J ， 

より上層との関係を考慮に入れプが，閉じた小集団におけるそれと異なり，

他部門とのなければならない ζ とを示唆する。上層との関係ばかりでなく，

39)両者の研究で用いられた測定尺度は，オハイオ州立研究の尺度ではないが，おお
むね配慮の次元に対比できる。ただし， Wager (1965)では，リーダー行動ではな
く，リーダーの態度(ガットマン・スケール)が用いられている。上方への影響力
のモデレート効果は，特l乙，昇進機会への満足度という基準変数の次元においてよ
り顕著であった (Wager，1965)。昇進の推薦を部下のためにお乙なっても，その
リーダーに上方への影響力がないため結局実現しないならば部下はかえってフラス
トレー卜される。乙の発見事実は，上方への影響力が部下の (P→ 0)期待を高め

ると考えれば，期待理論による解釈が可能である (Evans，1979)0 Cashman et 
a1. (1976)によれば、，上司との間の連結機能が弱いリーダーについた部下は，上

司と強い階層的連結を果しているリーダーについている部下に比べて，自分の上司
を無能であり，上司(リーダー)を介して得られる報酬には価値のあるものがない
と認知している。 Cashman，J.， F. Dansereau， Jr.， and G. Graen， 1976， 
Organizational Understructure and Leadership A Longitudinal Investi-
gation of the Managerial Role-Making Process， OB & HP， 15 278 -
296. 
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水平的関係40も重要である。

自分がリードしているユニットの外界とリーダーが接触をおこなう乙とを，

Miller & Rice (1967)は，リーダーの「境界機能 Cboundary f unction) J 

と呼んでいる。組織レベ、ルの低い層では，リーダーにとって自分の上司，同レ

ベルの他ユニットの長との接触が重要な境界機能をなすであろうが， Mintzberg 

(1973)によるとトップ・レベノレの経営者のコミュニケーションの相手の44;彰

は，管轄ユニットの外部の人びとである。

また，上方への影響力は，組織レベ jレによって異なる。Blankenship& 

Miles (1968)41によれば¥上層の管理者ほど，意思決定に際して上司に対する

影響力も，上司からの自律性も高い。同時に，部下への依存度も大きい。

組織の周辺部分でタスクを遂行する下層の成員にとっては，情報の上でも，

資源の上でも，また報酬の上でも，リーダーの上方への影響力は，その成員と

組織の中心部分とをつなぐ連結ピンとしていっそう重要さを増すf
Gabarro & Kotter (1980)は，彼らの接した企業での臨床的観察から，

「上司を管理すること Cmanagingyour boss)Jの意義を主張する。管理者は，

部下との関係を管理することをリーダーとしての役割義務であるとよく承知し

ているが，上司との関係を管理するととが自分の職務の一部であることを看過

したばあいのコストを見逃しがちである。リーダーの上司は， リーダーが部下

40) Osborn， Hunt & Pope (1973)のいう「水平的リーダーシップClaterallead-
ership)Jは，乙の点に注目したものである。また， Galbraith (1973)のいう水平
的関係の創出は，水平的リーダーシップを容易にするための組織デザインの戦略をな
す。

41)乙の研究で扱われているリーダ一行動の次元はPDMである。
42) VVager (1965)の研究では， i組織における周辺的地位 (organizationallymar-
ginal status) Jとは，年齢(若い)，性別(女性)，教育水準(低い)，勤続年数
作品、)，非専門職，仕事の多様性の欠如，仕事への関心の欠如によって特徴づけら
れている。周辺的地位の成員は，組織の中心部分から離れた下層の成員である。成員
の地位が周辺的であるばあい，配慮と部下の満足との関係は，リーダーの上方への影
響力によってより強く条件づけられていた。
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を管理する上で必要とされる情報や諸資源を供給しうる組織成員であるfよ

り上層との関係においては部下であるリーダーが，直属の上司に対して機会

をみつけては，上司の抱く目的を問い，上司の行動基盤となっている諸仮定

を確認することによって，連結ピンの上下で相互期待 (mutualexpectation) 

を形成することの重要性に注意を促した点に Gabarro& Kotter の意義

カまある。

上層および他部門との水平的関係におけるリーダーの影響力ないしパワーと

いう要因について，前節の命題リストに次の命題を付加する。

よ方・水平方向への影響力44【命題 I】 リーダ一行動が部下に対してもつ

影響力の大きさは，そのリーダーがより上層に対しであるいは他部門に対して

どの程度の影響力をもっているかについての部下の知覚に依存する。

図 lのサーベイの枠組から，上方・水平方向への影響力を，リーダ一行動の

有効性のコンティンジェンシー要因として扱った。しかし，ユニット外への影

響力の行使ないし境界機能は，多階層で複数の部門をもっ一般の経営組織の研

究においては，むしろリーダ一行動の主要な次元のひとつとして扱った方が適

切とも考えられるf

43)連結ピンとしての管理者(リーダー)について Gabarro& Kotter (1980) 
は，次の 3点を指摘している。 r管理者の直属上司は， (1)管理者と組織の他の部分
とを連結させる上で， (2)その管理者の抱いている優先順位が組織のニーズと一致し
ている乙とを確実lとする上で， (3)また，管理者が首尾よく活動するのに必要な諸資
源を確保する上で，きわめて重要な役割を果しているJ(p. 94)。

44)関連する研究。[命題 IJ Cashman， Dansereau & Graen (1976) ; Graen 
et a1. (1977) ; Pelz (1952) ; Wager (1965)。

45) Pelz， Wager等の一部の研究を除いて，境界機能が十分な注目を受けて乙なかっ
たのは，リーダーと部下との関係のみに研究の焦点がしぼられすぎてきたためであろ
う。リーダ一行動の次元として，上層との接触，他部門との接触が内包されずにきた
のも同様の理由によると推察される。 E節全体を通じてオハイオ州立 2次元を用いた
経路ー目標理論の諸研究を中心として検討した。従来の研究との比較可能性という点
からは，乙の 2次元を用いることが好ましいが，経路一目標理論に基づく，今後の研
究では必ずしも乙の 2次元に限定せず，より多くのリーダ一行動の次元を導入する方
向が提唱されている (House& Mitchell， 1974)。
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m.リーダー行動の決定因ないし制約

組織的諸要因や部下特性は，リーダ一行動が基準変数に与える効果を条件づ

けるばかりでなく，リーダーがどのような行動をとりうるかに影響や制約を与

える。リーダー行動を独立変数として部下の満足・業績との関係を扱った研究

と比べて，リーダー行動を従属変数とする研究(図 1の (b))は，あまり多

く蓄積されていなしづ6

皿-1. 意思決定問題の属性と参加次元

意思決定問題に直面するリーダーが決定に部下を参加させる程度，すなわち

参加次元のリーダ一行動 (PDM)の程度は，状況要因に依存する。

Heller (1971)の研究によれば， (1)リーダーと部下の聞での技能要件

(skill requirements)のギャッフ。が小で、あるとリーダーが知覚するほど，

(2)管理の幅 (spanof control)が小さいほど， (3)職務遂行上のリーダー

の自由度が大きいほど， (4) ライン部門よりもスタッフ部門においての方が，

(5)部下の経験(年齢・勤続年数・現在の職位についてからの年数)が豊富

であるほど， (6)参加的管理に対する信念がより強固であるほど， リーダーは，

より高度の参加的行動47をとる傾向がある。さらに， (7)意思決定問題が全体

46) Perrow (1970)は， I組織とはリーダーシッフ。の問題にほかならない」という組
織観を批判して， Iリーダーシップは何物かに依存し何物かの結果として生まれる
“従属変数'であるというのが， (リーダーシップ中心の組織観に対する，金井註)
社会学者の解答であるJ(p. 6 ;訳12頁)と結論している。

47) Heller (1971)におけるPDMの序数尺度は， (1)部下に説明せず自分ひとりで
決定する， (2)部下に説明した上で，自分ひとりで決定する， (3)事前iζ相談をお乙
なう(問題を部下lζ説明し，部下l乙助言や援助を求めるが，決定は自分がお乙なう)， 
(4)協同で意思決定をお ζなう(部下とともに問題を分析し最終決定もともにお乙
なう)， (5)部下の決定を委譲する，の 5つの順位カテゴリーである (pp.51-54，
p. 121)0 Locke & Schweiger (1979)は， PDM~乙委譲を含めることを問題視
している。
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としての事業にとってより重要であるばあい，リーダーは集権的な決定をおこ

ない，意思決定問題が部下にとって密接な関心事であるときには，決定lζ部下

を参加させる程度が高い。乙れらの仮説は，米国の15の大企業における上層管

理者 (N=260，半数は副社長ないし事業部長)をサンプルとして検証され，

支持されている (Heller，1971)J8

決定問題に対する対処行動としてリーダ一行動を捉えるアプローチは， Vroom 

& Yetton (1973) においてより顕著である。彼らのモデノレにおける意思決

定問題の属性は， A.決定の質の重要性，B.リーダーの保有する情報の量，

C.部下のもたらす情報の量， D.意思決定問題の構造化， E.部下による決

定の受容の重要性， F リーダーの専制的決定でも部下に受容される可能性，

G.部下の目的と組織目的の一致(部下の組織忠誠心・信頼性)， H.問題の

解決をめぐって部下の間でコンフリクトが生じる可能性，以上の 8次元である。

Vroom & Yettonモテツレで検証された49基本的仮説は， リーダーは，意思

決定問題の属性の如何に応じて，それに適合した程度の参加を許容する行動 50

で対処している乙とである。参加の程度と，上述のA，B， C， D， Gの属性

との相聞は，それぞれ.12，一 .36，.43，一 .15，.21 (すべて p<.05，両側

48)英国の管理者サンプノレ (Heller，1973)でも追試されている。また，オランダ，
ユーゴスラビア，英国の 3カ国での継時的研究も進行中である (Heller，Drench， 
Koopman & Rus， 1977)。英国の会計士サンプルでも追試がなされている
(McKenna， 1980)。

49) Vroom & Yettonモデルは，規範的モデルと呼ばれているが，記述的研究lζ裏

づけられている。
50) V room & Yetton (1973)におけるPDMの序数尺度は， (1)自分の手持ちの
情報でひとりで決定する (A1 )， (2)部下からの情報を集めるが決定はひとりでお
こなう (AII)，(3)適当な部下と個別に問題を共有し，部下のアイデア・示唆を得
て，そのうえで自分が決定を下す (CI)，(4)集団としての部下たち全体と問題を
共有し，アイデア・示唆を得て，決定は自分でおこなう (CII)，(5)集団としての
部下たち全員と問題を共有し，ともに代替案を探索・評価し，部下全体とのコンセン
サスに達した上で，集団全体の支持を得た決定をリーダーが採用する，以上の 5つの
順位カテゴリーである。乙の序数尺度は，クームの方法によって間隔尺度に変換され
ている (A1 = 0， A 11 = .625， C 1 = 5. 0， C 11 = 8 . 125， G 11 = 10. 0 ， p. 67 )。
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検定)である。すなわち，決定の質を高めることが必要で (A).リーダーの

保有する情報だけでは不十分で (B).部下の情報上の貢献が期待され (C)• 

決定問題がよく構造化されておらず (D).部下の組織忠誠が高い (G)ばあい，

リーダーは，意思決定l乙対する部下の参加の程度を高める傾向がある。乙れら

5つの次元は，意思決定の質 (decisionquality)にかかわる属性である。

他方. E. F. Hの次元は，決定の受容 (decisionacceptance) と関連す

るf1参加の程度とE.Fとの相関は .24，一 .23(ともに p<.05，両側検

定)である 52 すなわち，決定が部下に受容されることが必要で (E)，専制的

lζ決定してしまうと部下lζ受容される可能性が低い (F)ばあいに， リ←夕、ー

は，より高度のPDM行動をとる。

B， C，との相関の方が， E， F，との相関より大である乙とは， リーダー

の参加次元の行動の決定因としては，部下に決定が受容されるか否かという情

緒的要因よりも，決定の質の向上にかかわる情報的かっ合理的要因の方が重要

であることを示唆する了

Vroom & Yettonモデルの意義としては リーダ一行動の決定因として

51)意思決定の有効性 (ED.effective decision)は，決定の質 (Q.quality)と
決定の受容 (A，acceptance)の相乗効果によって決まる CED=QXA ; Maier. 
1965， p. 166)0 Qは，客観的事実についての情報の効率的利用にかかわる。乙れに
対し， Aは，決定を実施する部下の側の感情ないし情緒的関心と関連する。

52)属性Hとの相関はNS.。
53)各属性を 1，0のダミー変数とする(たとえば，属性Bについては， リーダーが十
分な情報をもっているときXb=1 ，情報不足のとき Xh=0)重回帰モデルは，
PDMの分散の30%以上を説明する (Vroom& Yetton， 1973. p. 86)。
PDM=3 .9-1.5X b+2.5Xc-1.2Xct+l.9Xe-l.2Xf十1.4Xg+ε

(3.81) (2.52) (2.92) (3.14) (3.02) (3.46) 
N=268， ( )は t値，両側検定ですべてP<.05， R2 = .3340 

どの程度のPDMが望ましいとリーダーが知覚するかというリーダーの選好を説明変
数に加えると，決定係数は..4561ζ増加する。乙の回帰モデルは，実際の管理者の参
加次元のリーダ一行動が， Miles (1965)のいわゆる人間関係モデル(部下に決定が
受容されるように参加を許すという考え方)と人的資源モデソレ(部下を決定に参加さ
せることによって決定の質が高まるという考え方)の両方に基づいていることを示す。
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の意思決定問題の属性をとりあげ，リーダ一行動の変動は，個人差によってよ

りも，状況差(問題属性の相違)によってより強く影響されることを明らかに

した点があげ・られるグ状況に適合したリータ一行動を実際の管理者がとってい

ることを検証した55コンティンジェンシ一理論である。

ただし，彼らの研究におけるリーダ一行動とは，集団育成ないしチーム・ビ

ノレディングの観点から長期的に一貫してリーダーのとる行動スタイノレ56ではな

く，意思決定問題が生じる毎に，その都度リーダーが部下との関係において示

す対処行動である。乙の意味で彼らのモデルは，迅速で有効な意思決定という

観点からの短期モデ、ルで、ある。

Vroom & Yettonの研究の限界としては，まず， リーダ一行動の基準変

数への効果を扱っていないことを指摘できるfまた，状況要因(問題属性)の

次元が多く，節約の原則 (principleof parsimony)に反してモデルが複雑すぎ

54) PDMK対する状況差・個人差の主効果を調べるために，彼らのおこなった分散分
析の結果によると，状況差・個人差は，それぞれPDMの分散の29.2%，8.5%を説
明する CN=75; Vroom & Yetton， 1973， p. 104)。乙の事実lζ基づき，彼らは，
さまざまな状況を通じて集計されたリーダ一行動の測定では，状況効果を捉える乙と
ができないとして従来のリーダーシップ研究を批判している。

55) r適合成果J仮説の検証をおこなってはいないが， r関係」仮説を検証している
という意味で広義のコンティンジェンシー・アフ。ローチをなす (Cf.註(1)， (2))。

56) Likert (1961， 1967)が，時間の要素を重視するのは，彼の立場が長期モデルに
基づいている乙とを示す。リーダーが首尾一貫して，システム 4i乙適合したリーダー
シップ・スタイル(管理の集団方式，支持的関係の原則，高い業績目標の設定)を長
期的K継続することによって，数年を経てやっと望ましい成果が熟してくるというの
が Likertのリーダーシップ論のひとつの特徴で、ある。

57)インプリシットには，決定K要する時間，なされた決定の質，決定が部下に受容さ
れる程度が，リーダ一行動の成果をあらわす基準変数として想定されているが，これ
らの測定はなされていない。また，彼らの研究ではPDM行動についても，問題属性
の知覚についてもリーダーの自己申告データしか用いられていないという限界があるo

部下の満足・業績は，研究デザインの制約上，測定されていない。リーダーの部下が
研究の対象に内包されていないため，リーダ一行動が部下lζ与える動機的効果は扱わ
れていない。そのため期待理論の主唱者のひとりである VroomKよって研究がな
されていながら，残念な乙とに，期待理論との結びつきは， Vroom & Yetton 
(1973)では，一切みられない。
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る点、も批判されている (House& Baetz， 1979) ~8 また，意思決定への参加

が，リーダーシップのひとつの側面にすぎない乙とに留意しなければならない。

直一2. 役割セット・モデル

Pfeffer & Salancik (1975)は，リーダーの行動が，彼の役割セット

内の他者 59(上司，部下)の期待によって，影響され制約されている乙とを明ら

かにし，これをリーダ一行動の決定因についての「役割セット・モデノレ (r01e

set model)Jと名付けた。

リーダーの仕事関連の行動(構造づくり)は，部下の期待よりもリーダーの

上司の期待の影響をより強く受ける。他方， リーダーの社会的行動(配慮)は，

上司の期待よりも部下の期待の影響をより強く受ける，という 2つの仮説が検

証の結果，支持されている了

彼らの研究は，リーダ一行動を従属変数とする研究(図 1の (b))に，役割

セット・モテツレという新たな視座を加えた点，また， リーダ一行動が部下に与

える影響とは逆の影響力の流れ，すなわち部下の側からリーダーに与える影響

を明らかにした61点に意義がある。

このアプローチの基本的着想は， 1950年代の研究に遡ることができる。初期

58) Jago & Vroom (1980)は，問題属性が 2次元 (A，E)の Maierモデルよ
りも， 8次元の Vroom& Yettonモテ、ルの方が説明力が大きい乙とを実証して，
モデノレの複雑性への批判に反批判をお乙なっている。

59) Kahn et al. (1964)における「役割送り人 (ro1esender)Jの概念に対応する。
60)リーダーの構造づくりと，構造づくりについてのボスの期待との相関は r=.48 
( p<.05)，リーダーの配慮と，配慮についての部下の期待との相関は r= .33 
( p<.05)であった。また，重回帰分析の結果によると，構造づくり行動の分散の
49%，配慮行動の分散の42%が，リーダーの役割セッ卜内の他者の期待によって説明
されている。また，他者の期待がリーダ一行動に影響を与える程度は， リーダー(役
割焦点人物〕と他者(役割l送り人)との聞の社会的類似性の程度，および両者の社会
的相互作用における接触頻度に依存する。

61)部下の業績が，リーダ一行動を左右するという従来の研究で想定されていた逆の因
果は， Lowin & Craig (1968)によって確認されている。
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のミシガン研究において， リーダ一行動(監督慣行)は，モラールに対しては

独立変数として扱われた。同時に，監督者のリーダ一行動を従属変数として扱

い，上層(管理層)および下層(労働者の作業集団)の要請を独立変数とする

関係が研究されている CKatz，1950)。上下からの互いに矛盾する期待・要請

を Katzは，交文圧力現象 Ccross-pressures phenomena)と命名しているア

また，オハイオ州立研究においても， Fleishman (1953)は， リーダーシッ

プ訓練の効果よりも，現場において直属上司の示すリーダーシップ・スタイル

の方が， リーダ一行動への影響力が強く長期的であると報告している。監督者

の上層がリーダーとしてどのような行動・態度をとっているのかは，監督者が

下方に対してリーダ一行動をとる上での状況設定，ないし社会的環境をなす。

Fleishmanは，これを「リーダーシッフ。風土 CIeadershipclimate) Jとい

つ。

一般に，上位レベルの経営層は，高度の構造づくり，低度の配慮の監督者行

動を高く評価する傾向がある (Fleishman & Peters， 1963; Fleishman， 

1973)0 Homans (1965)は， トップ・レベノレのリーダーシップは，低いレベ

ルのリーダーシップ・スタイルに波及すると推論している。われわれは，さら

に， トップ・レベルの経営層が，組織成果の基準のど、の側面に関心をもち，ど

のようなミドJレ・レベル以下のリーダ一行動を評価しているのかにも注意を払

う必要がある。乙の点は， 11-4でも強調したように，経営組織が一般に多段

階の階層をなしている乙とから， リーダーシップ研究の重要な側面をなすとい

わなければならない。

以上の通り，リーダーの行動が，彼の役割セット内の他者の期待に制約され

62)構造づくりと配慮とが，直交因子で完全に独立なら Pfeffer& Salancik 
(1975)での，上司から，部下からの期待は，リーダーにとって必ずしも矛盾する
要請ではなく， Hi-Hi型の行動をとる乙とによって解決する。しかし，先に指摘
した通り，両次元は必ずしも独立でない乙とが確認されている CWeissenberg& 
Kavanagh， 1972;註 (9))。
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ているという乙とは， リーダ一行動には，自発的・能動的な面ばかりでなく，

多分に状況反応的 (reactive)ないし適応的な面があることを物語る?

リーダーシップ訓練への含意 リーダーがリーダーシップ訓練において学習

した乙とを実際に現場の組織にもと、って実行しようとするときに，望むリーダ一

行動をとりうる程度，また，その行動をとるよう動機づけられる程度は，次l乙

示す組織における社会的影響諸力の制約を受ける (House，1968)。

(1)公式の権限システム

(2)上司(当該リーダーのより上位にいる組織成員)による公式権限の行使

(3)第 1次的仕事集団における規範と期待

この 3種の諸力による制約がどの程度強力であるかは，一致度，明瞭性，不

安の関数である。

第 1!乙，訓練の結果リーダーが学習した行動と，上記の諸力の示すリーダー

の行動への期待とが不一致であるほど，制約は大きし、。第 21[，社会的影響諸

力が要請する期待が，暖昧でなく明瞭であるばあいには，一致度の条件がみた

されている程度に応じて，訓練の効果を促進する。第 3!乙，権限システムを通

じて明らかにされる会社の方針，その権限を行使する上司の行動・態度，仕事

集団の規範が予測j不能・不安定で首尾一貫していないばあいには， リーダーの

役割暖昧性が高く，ストレス・不安が大きい。そのため， リーダーシップ訓練

で学習した知識・態度・技能を現場にもちこんで生かそうとするモティベーショ

ンは低下する。

リーダーも組織成員であり，組織影響力の下におかれている乙と，また， リー

63)乙の点について， Likertは， I適応的プロセスとしてのリーダーシップ」と概念
化して， I監督とは 常に適応的なプロセスである。リーダーは，有効なリーダーシッ
プをとるためには，自分の行動を，接触する人びとの期待，価値，対人的技能に順応
させなくてはならないJ0958， p. 327)という。また， Mintzberg も，管理者の
活動が，意外に他律的であることを観察によって発見し， Iあやつり人形としての管
理者 (manageras a puppet)J 0973， pp. 49-50)という極端な指摘をしている。
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ダーも上層との関係においては部下である乙とを考慮するならば，組織内の上

記の社会的影響諸力を無視して，リーダーシップ訓練の，現場組織にもどって

からの効果を論ずる乙とはできない。

町.結び

本稿では，図 1I乙示したサーベイの枠組に基づいて， (a) リーダ一行動の

有効性を条件づけるコンティンジェンシ一変数の抽出， (b) リーダ一行動の決

定因ないし組織的制約となる状況変数の抽出，をお乙なった。サーベイの目的

は，組織におけるリーダーシップの研究においてどのような状況要因を導入す

るべきかを探る乙とであった。

(a)の関係については， 1970年代に入ってから，経路 目標理論によって，

状況要因が明らかにされてきた。期待理論との関係，組織のコンティンジェン

シ一理論(特に，情報プロセシング・パラダイム)との関係が注目される。

(b)についての研究は， (a)ほど蓄積されてはし、ないが，リーダ一行動がいく

つかの要因によって制約されている乙とが確認できた。

このサーベイを通じて，図 lの枠組は，今後の，リーダーシップの組織論的・

管理論的研究の枠組として図 5のように敷街できる。乙の図は，組織における

リーダーシップのコンティンジェンシ一理論のサーベイを目的とした本稿の要

約的結論でもある。

過度の変数の拡大的導入は，すべてがすべてに依存する乙とを示すだけで，

変数聞の重要な関係の識別をかえって困難にする。しかし，組織におけるリー

ダーシップを研究する上で考慮に入れるべき諸変数をブロック化して整理して

おくことは， リーダーシップ研究を組織論とより密接に結び、つける上で，ひと

つの布石となるであろう。

多重適合や代替関係を明らかにするような変数の導入は，積極的な意義をも
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図5 組織におけるリーダーシップ研究の枠組

ノfーソナリティ
・権威主義
・独立への欲求

i ・暖昧性への耐性11

一ーー〉リーダ一行動の決定固ないし制約

--炉リーダ一行動の有効性を条件づげる状況要因のモデレート効果

E三ヨリーダーシップの代替物

(1985. 8. 20 ) 

64) Cf.註 (38)。
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